
新型コロナウイルス感染症に罹患された皆さまと
そのご家族・関係者の皆さまに謹んでお見舞い申し
あげますとともに、不幸にもお亡くなりになられた
方々に深く哀悼の意を表します。また、医療関係者
の皆さまを始め、困難な状況下で社会生活を守る
ため最前線で業務に当たっておられる多くの方々に
心より感謝いたします。

新型コロナウイルス感染症の拡大は世界経済に甚
大なダメージを与え、当社グループの事業活動にも大き
な影響を及ぼしました。厳しい環境はなお暫く続くと思
われますが、お客さま、お取引先さま、従業員とその家
族の感染防止を最優先に事業を推進し、社会課題解決
に向けたソリューションや新たな価値を創造していくこ
とで持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

はじめに

グローリーは1918年の創業以来、企業価値の持
続的な向上を目指し、社会が求めるモノづくりと技
術革新に挑み続けています。1950年に国産第一号
の硬貨計数機を開発し、当時の大蔵省造幣局に納
入以来、通貨処理に関連する事業領域においてさ
まざまなイノベーションを起こし、マーケットを拡大

してまいりました。根底にあるのは、「絶えず世の中
にない新しいもの、人の役に立つものをつくり続け
る」という創業以来の精神です。創業者の思いは、
企業理念に掲げる「求める心とみんなの力」に込め
られ脈 と々受け継がれており、世界100ヶ国以上に
製品やソリューションを提供するグローバル企業に

グローリーのDNAと提供価値

成長した今も、私たちの変わらぬアイデンティ
ティーとなっております。
当社グループは、社会環境や時代の流れとともに
変化するお客さまのさまざまなニーズに応える決済
環境を、ワンストップで提供できることを大きなア
ドバンテージとしております。
キャッシュレス決済が普及し決済手段が多様化
するなか、2020年4月、グローバルファストフード
チェーンや大手リテーラーなどにセルフサービスキ
オスクを提供するフランス Acrelec Group S.A.S. 
（以下、アクレレック社）を約240億円で買収しまし
た。同社の提供するキオスクやモバイルオーダーシ
ステムとグローリーのセルフ型レジつり銭機
「CASHINFINITY™」シリーズ（以下、CIシリーズ）
を組み合わせることで、海外市場でも現金と非現金
決済を併せた多彩な決済環境の提供が可能となり
ました。国内市場においては、医療機関の会計処理
業務の効率化や利用者の会計待ちを解消する医療
費後払いシステム「待たずにラク～だ」や、顔認証技

術を用いた手ぶら決済サービス「BioPay（バイオペ
イ）」など、自動化・省人化に加え、コンタクトレス・
セルフ化ニーズにも対応した決済ソリューションを
展開しております。また、国内外で金融機関の店舗
やATMが減少傾向となるなかで、キャッシュへのア
クセスポイントの確保が社会課題の一つとなるこ
とが予想されます。当社は、安価でコンパクトな通
貨流通スタイルの創出を目指し、キャッシュアウト
サービスを展開するシンガポールのフィンテック企
業SOCASH PTE. LTD.との資本業務提携を実施
いたしました。さらに、2021年8月には、ペイメント
市場におけるグローバルリーダーの一つであるオー
ストリアpaysafecard.com Wertkarten GmbH
（以下、paysafecard社）とパートナーシップ契約を
締結するとともに、流通店舗における「シェアード
サービス」事業を展開するイギリスUnified  
Financial Limited（以下、OneBanks社）への出資
を行いました。これらの会社と協業することで新し
い現金エコシステムの創出を目指してまいります。

新型コロナウイルス感染症拡大により人々の価
値観や行動様式が変化する一方で、IoT・AI技術を
活用したデジタルトランスフォーメーション（DX）
の進展など、社会構造の変化が一段と加速してい
ます。こうしたなかで、長期ビジョンに描く「新たな
信頼の創造」に向けた新しいチャレンジが始まって
います。
当社グループの企業価値の源泉は、「研究開発
力」「強固な顧客基盤」「開発からアフターサービス
までの一貫体制」「グローバルネットワーク」「事業
に精通した多彩な人材」にあります。当社グループ
のビジネスモデルは、企業理念を経営の根幹に据

え、社会の動向を見据えて課題解決をデザインす
ることから始まります。コア技術である「認識・識
別技術」と「メカトロ技術」に一段と磨きをかけ、製
品の高機能化、IoT化を進めるとともに、オープンイ
ノベーションによるデータアナリティクス技術など
も融合し、新たな自動化・省人化ソリューションを
創出することでお客さまのDX推進を支援してまい
ります。
こうした価値創造の流れが、当社グループの成長
と持続的な企業価値向上を支え、次なる挑戦を可
能にしております。

近年、当社グループを取り巻く事業環境は大きく
変化しています。金融市場においては、国内外を問
わず、金融機関の統合・再編や店舗の削減、特化型
少人数店舗への移行などが進行し、ロビーのセルフ
化や業務の合理化、省人化への取組みが加速して
います。流通店舗においても、国内外ともに、合理化
や省人化への投資が続く一方で、コロナ禍で高まっ

たコンタクトレス・セルフ化ニーズはコロナ収束後
も継続すると予想しております。こうした変化を的
確に捉え、セルフ型製品をメインとしたフロントソ
リューションやバックオフィスにおける現金管理業
務の高度化、製品のIoT化によるデータビジネスな
どを展開してまいります。

当社グループは、2018年4月からの３ヶ年を計画
期間とした「2020中期経営計画」を策定し、「長期
ビジョン2028」に掲げる“新たな信頼の創造”に向
けた第１ステップとして、「持続可能な事業運営の
基盤づくり」、「社会課題解決に向けた協働の取組
み強化」、「成果に直結する生産性の向上と企業体
質の強靭化」の３つを基本方針に取り組んでまいり
ました。
海外市場では、新型コロナウイルス感染症拡大
により事業活動が大幅な制約を受けたことから、売
上高、営業利益ともに当初掲げた目標には届きませ
んでしたが、成長エンジンである欧米のリテールビ
ジネスにおいては、ドイツに本拠地を置く大手流通
小売業Schwarz Groupに、バックオフィスで使用
する現金管理システム「CIシリーズ」の導入が進ん
でいます。また、アメリカ最大級のディスカウントス
トアであるDollar General Corporationより、セ
ルフチェックアウトレジのつり銭機として「CI-10」
の大口商談を獲得するなど、着実な事業拡大を
図っております。加えて、新領域事業拡大を目的に
アクレレック社やviafintech社を買収したほか、イ
タリアやメキシコなどにおける直接販売・直接メン
テナンス網を拡大強化するなど、成長の再加速に
向けた多くの布石を打っております。
国内市場では、金融市場においては、更新需要の
獲得や保守事業の下支え、流通・交通市場では、コ

ンタクトレス・セルフ化ニーズの高まりを捉えたセル
フ型の「レジつり銭機」や「診療費支払機」の販売が
増加したことなどにより、計画を達成いたしました。
一方、遊技市場は、市場の縮小傾向に新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響が加わり、計画は未達と
なりました。
新領域事業においては、音声認識技術を強みと
する株式会社フュートレックや、流通小売店向けに
独自開発のIoT端末（AIBeacon）を活用した顧客
分析・行動解析サービスを提供する株式会社アドイ
ンテ、モバイルオーダーサービス事業等を展開する
株式会社Showcase Gigとの資本業務提携を行い
ました。当社グループは、これらの提携を通してそれ
ぞれが保有する技術・ノウハウを相互に活用し、流
通業界を始めとしたさまざまな業界における社会
課題や経営課題を解決する新たなソリューション
サービスの提供に注力してまいります。
また、生体・画像認識事業につきましては、順天堂
大学の産学連携共同研究への参画における高齢化
に伴う神経変性・認知症疾患診断に向けた画像認
識技術の応用や、エコナビスタ株式会社の「高齢者
見守りサービス」に当社の顔認証技術を連携させ
た「離院事故予防システム」の展開、大学キャンパス
での手ぶら決済サービス「BioPay」の実証実験の
開始など、医療・介護・学校等、新たな市場への事業
拡大にも取り組んでおります。

当社グループは、長期ビジョンの実現に向けた第
２ステップとして、2021年４月からの３ヶ年を計画
期間とする「2023中期経営計画」をスタートさせま
した。本計画では、“コア事業と新領域事業のクロ
ス成長”をコンセプトに、これまで取り組んできた
「コア事業」と「新領域事業」の連携を図りながら、
両事業の成長を目指します。
業績目標は、最終年度の売上高3,000億円、うち

新領域事業400億円、営業利益300億円といたしま
した。「次世代を切り拓く事業開発の加速」、「コア
事業の革新による収益の最大化」、「持続的成長を
支える経営基盤の構築」の３つを基本方針とし、以
下の重点施策を設定しました。加えて、「サステナビ
リティ方針」を策定し、社会の持続的成長に貢献す
る活動に取り組んでまいります。

本方針では、顧客基盤、技術など当社の強みを最
大限に活かし、キオスクサービスやデータマネジメ
ントプラットフォーム（DMP）、電子決済等、コア事
業との親和性の高い事業の売上拡大を図り、新た
な事業の柱として確立します。

また、生体・画像認識事業、ロボット事業について
は、国内の営業力や販売チャネルを活用し、事業拡
大と収益化を目指します。

本方針では、省力化・省人化や新型コロナウイル
ス感染症拡大を背景とするコンタクトレス・セルフ
化等の市場ニーズを捉えた製品ラインナップの最
適化を図るとともに、新たなビジネスモデルを構
築します。これらの施策により、海外市場では流
通市場や新興国での売上拡大を目指します。国内
市場では、これまでメインターゲットとしてきた大

手顧客に加え、新たな顧客層への裾野拡大を推進
してまいります。加えて、事業運営の効率化とコス
トダウンを推進し、強固な収益基盤の構築を図り
ます。また、2024年に予定される新紙幣発行に対
し、社会インフラを支える企業としての社会的使
命を果たすとともに、更新需要の獲得に注力して
まいります。

本方針では、成長投資と株主還元を支えるキャッ
シュ・フロー経営を推進してまいります。また、ス
ピーディーな経営判断、ビジネス変革、生産性向上
を支えるDXの推進等、経営管理体制の強化を図る
とともに、ポートフォリオマネジメントの推進により
経営資源を有効活用し、企業価値向上に取り組ん

でまいります。
さらに、最も重要な経営資源である人材につきま
しては、従業員一人ひとりの働きがいを高めること
が企業成長の原動力であるという考えの下、社員エ
ンゲージメントの向上に取り組んでまいります。

本方針では、事業を通じてさまざまな社会課題を
解決することにより、社会の持続的成長への貢献と
企業価値向上に取り組んでまいります。特に、脱炭

素社会の実現に向けたCO2排出量の削減や人権と
多様性の尊重、加えてコーポレート・ガバナンスの
強化を推進してまいります。

以上のとおり、当社グループは経営環境の変化に
対応し、“人と社会の「新たな信頼」を創造する”ソ

リューションサービスの提供や社会の持続的成長
に貢献する取組みを推進してまいります。

当社グループは、持続可能な社会の実現に向け
て、ESG（環境、社会、ガバナンス）の視点に基づく経
営や国際的な課題解決に向けた「持続可能な開発
目標 (SDGs)」の達成を目指してまいります。こうし
た取組みは、当社グループがグローバルにビジネス
を展開していく上での重要な責務であると考えてお
ります。
昨今、気候変動対策が喫緊の社会課題となってお
り、カーボンニュートラルへ向けた動きが世界的に加
速しています。当社グループも国や地域、業態の枠を
超えて取り組むべき重要な経営課題と捉え、脱炭素
社会への貢献をマテリアリティの一つとしてCO2排出
量削減の目標値を設定するなど、課題を具体的な数
値目標に落とし込んで活動を推進してまいります。

当社グループは、従業員一人ひとりの行動が企業
理念の実現につながると考えております。創業者の
精神を大切に、「自分たちの技術やアイデアを社会
課題の解決に必ず活かしていく」という積極的な発
想で、新たな価値やビジネスを創出していく多彩な
人材こそが企業発展を担う重要な要素です。従業員
が能力をフルに発揮し、新しいことにチャレンジでき
る環境を醸成するために、社員エンゲージメントの
向上や高度人材の育成等に取り組んでまいります。
また、テレワークやフレックスタイム制度をはじ
め、新型コロナウイルス感染症拡大がもたらした

ニューノーマルに対応したGLORY Workstyleの確
立を目指します。

当社は、取締役会の監督機能の強化及び意思決
定の迅速化をより進めるため、2020年6月、「監査
等委員会設置会社」へ移行しました。また、2021年
6月には、海外グループ会社のさらなるガバナンス強
化を図るため、Glory Global Solutions Ltd. の女
性役員が当社取締役に就任しました。引き続き、持
続的な企業価値向上を目指し、ダイバーシティーの
推進やコーポレート・ガバナンスの強化をはじめと
したESG経営を推進してまいります。

今回、当社として初の「統合レポート」を発行いた
しました。このレポートは、直近の業績や経営環境
を踏まえ、次の成長・長期ビジョンの実現を見据え
た課題、戦略、具体的施策を中長期的な企業価値
向上という視点を交えながら編集しており、その作
成プロセスや記載内容は正当であるとここに表明
します。財務・非財務の両面から当社グループへの
ご理解を深めていただくための一助としてお役立
ていただければ幸いです。今後も、ステークホル
ダーの皆さまから信頼される企業グループとして持
続可能な社会の実現に貢献してまいりますので、引
き続き、ご支援を賜りますよう心よりお願い申しあ
げます。

2021年8月

“コア事業と新領域事業のクロス成長”
をコンセプトに、
企業価値向上を図ってまいります

TOP MESSAGE
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どこから来て、
どこを目指すのか

どう進むのか
（経営戦略）
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貨流通スタイルの創出を目指し、キャッシュアウト
サービスを展開するシンガポールのフィンテック企
業SOCASH PTE. LTD.との資本業務提携を実施
いたしました。さらに、2021年8月には、ペイメント
市場におけるグローバルリーダーの一つであるオー
ストリアpaysafecard.com Wertkarten GmbH
（以下、paysafecard社）とパートナーシップ契約を
締結するとともに、流通店舗における「シェアード
サービス」事業を展開するイギリスUnified  
Financial Limited（以下、OneBanks社）への出資
を行いました。これらの会社と協業することで新し
い現金エコシステムの創出を目指してまいります。

新型コロナウイルス感染症拡大により人々の価
値観や行動様式が変化する一方で、IoT・AI技術を
活用したデジタルトランスフォーメーション（DX）
の進展など、社会構造の変化が一段と加速してい
ます。こうしたなかで、長期ビジョンに描く「新たな
信頼の創造」に向けた新しいチャレンジが始まって
います。
当社グループの企業価値の源泉は、「研究開発
力」「強固な顧客基盤」「開発からアフターサービス
までの一貫体制」「グローバルネットワーク」「事業
に精通した多彩な人材」にあります。当社グループ
のビジネスモデルは、企業理念を経営の根幹に据

え、社会の動向を見据えて課題解決をデザインす
ることから始まります。コア技術である「認識・識
別技術」と「メカトロ技術」に一段と磨きをかけ、製
品の高機能化、IoT化を進めるとともに、オープンイ
ノベーションによるデータアナリティクス技術など
も融合し、新たな自動化・省人化ソリューションを
創出することでお客さまのDX推進を支援してまい
ります。
こうした価値創造の流れが、当社グループの成長
と持続的な企業価値向上を支え、次なる挑戦を可
能にしております。

近年、当社グループを取り巻く事業環境は大きく
変化しています。金融市場においては、国内外を問
わず、金融機関の統合・再編や店舗の削減、特化型
少人数店舗への移行などが進行し、ロビーのセルフ
化や業務の合理化、省人化への取組みが加速して
います。流通店舗においても、国内外ともに、合理化
や省人化への投資が続く一方で、コロナ禍で高まっ

たコンタクトレス・セルフ化ニーズはコロナ収束後
も継続すると予想しております。こうした変化を的
確に捉え、セルフ型製品をメインとしたフロントソ
リューションやバックオフィスにおける現金管理業
務の高度化、製品のIoT化によるデータビジネスな
どを展開してまいります。

当社グループは、2018年4月からの３ヶ年を計画
期間とした「2020中期経営計画」を策定し、「長期
ビジョン2028」に掲げる“新たな信頼の創造”に向
けた第１ステップとして、「持続可能な事業運営の
基盤づくり」、「社会課題解決に向けた協働の取組
み強化」、「成果に直結する生産性の向上と企業体
質の強靭化」の３つを基本方針に取り組んでまいり
ました。
海外市場では、新型コロナウイルス感染症拡大
により事業活動が大幅な制約を受けたことから、売
上高、営業利益ともに当初掲げた目標には届きませ
んでしたが、成長エンジンである欧米のリテールビ
ジネスにおいては、ドイツに本拠地を置く大手流通
小売業Schwarz Groupに、バックオフィスで使用
する現金管理システム「CIシリーズ」の導入が進ん
でいます。また、アメリカ最大級のディスカウントス
トアであるDollar General Corporationより、セ
ルフチェックアウトレジのつり銭機として「CI-10」
の大口商談を獲得するなど、着実な事業拡大を
図っております。加えて、新領域事業拡大を目的に
アクレレック社やviafintech社を買収したほか、イ
タリアやメキシコなどにおける直接販売・直接メン
テナンス網を拡大強化するなど、成長の再加速に
向けた多くの布石を打っております。
国内市場では、金融市場においては、更新需要の
獲得や保守事業の下支え、流通・交通市場では、コ

ンタクトレス・セルフ化ニーズの高まりを捉えたセル
フ型の「レジつり銭機」や「診療費支払機」の販売が
増加したことなどにより、計画を達成いたしました。
一方、遊技市場は、市場の縮小傾向に新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響が加わり、計画は未達と
なりました。
新領域事業においては、音声認識技術を強みと
する株式会社フュートレックや、流通小売店向けに
独自開発のIoT端末（AIBeacon）を活用した顧客
分析・行動解析サービスを提供する株式会社アドイ
ンテ、モバイルオーダーサービス事業等を展開する
株式会社Showcase Gigとの資本業務提携を行い
ました。当社グループは、これらの提携を通してそれ
ぞれが保有する技術・ノウハウを相互に活用し、流
通業界を始めとしたさまざまな業界における社会
課題や経営課題を解決する新たなソリューション
サービスの提供に注力してまいります。
また、生体・画像認識事業につきましては、順天堂
大学の産学連携共同研究への参画における高齢化
に伴う神経変性・認知症疾患診断に向けた画像認
識技術の応用や、エコナビスタ株式会社の「高齢者
見守りサービス」に当社の顔認証技術を連携させ
た「離院事故予防システム」の展開、大学キャンパス
での手ぶら決済サービス「BioPay」の実証実験の
開始など、医療・介護・学校等、新たな市場への事業
拡大にも取り組んでおります。

当社グループは、長期ビジョンの実現に向けた第
２ステップとして、2021年４月からの３ヶ年を計画
期間とする「2023中期経営計画」をスタートさせま
した。本計画では、“コア事業と新領域事業のクロ
ス成長”をコンセプトに、これまで取り組んできた
「コア事業」と「新領域事業」の連携を図りながら、
両事業の成長を目指します。
業績目標は、最終年度の売上高3,000億円、うち

新領域事業400億円、営業利益300億円といたしま
した。「次世代を切り拓く事業開発の加速」、「コア
事業の革新による収益の最大化」、「持続的成長を
支える経営基盤の構築」の３つを基本方針とし、以
下の重点施策を設定しました。加えて、「サステナビ
リティ方針」を策定し、社会の持続的成長に貢献す
る活動に取り組んでまいります。

本方針では、顧客基盤、技術など当社の強みを最
大限に活かし、キオスクサービスやデータマネジメ
ントプラットフォーム（DMP）、電子決済等、コア事
業との親和性の高い事業の売上拡大を図り、新た
な事業の柱として確立します。

また、生体・画像認識事業、ロボット事業について
は、国内の営業力や販売チャネルを活用し、事業拡
大と収益化を目指します。

本方針では、省力化・省人化や新型コロナウイル
ス感染症拡大を背景とするコンタクトレス・セルフ
化等の市場ニーズを捉えた製品ラインナップの最
適化を図るとともに、新たなビジネスモデルを構
築します。これらの施策により、海外市場では流
通市場や新興国での売上拡大を目指します。国内
市場では、これまでメインターゲットとしてきた大

手顧客に加え、新たな顧客層への裾野拡大を推進
してまいります。加えて、事業運営の効率化とコス
トダウンを推進し、強固な収益基盤の構築を図り
ます。また、2024年に予定される新紙幣発行に対
し、社会インフラを支える企業としての社会的使
命を果たすとともに、更新需要の獲得に注力して
まいります。

本方針では、成長投資と株主還元を支えるキャッ
シュ・フロー経営を推進してまいります。また、ス
ピーディーな経営判断、ビジネス変革、生産性向上
を支えるDXの推進等、経営管理体制の強化を図る
とともに、ポートフォリオマネジメントの推進により
経営資源を有効活用し、企業価値向上に取り組ん

でまいります。
さらに、最も重要な経営資源である人材につきま
しては、従業員一人ひとりの働きがいを高めること
が企業成長の原動力であるという考えの下、社員エ
ンゲージメントの向上に取り組んでまいります。

新たな自動化・
省人化ソリューションを
創出することでお客さまの
DX推進を支援してまいります。

本方針では、事業を通じてさまざまな社会課題を
解決することにより、社会の持続的成長への貢献と
企業価値向上に取り組んでまいります。特に、脱炭

素社会の実現に向けたCO2排出量の削減や人権と
多様性の尊重、加えてコーポレート・ガバナンスの
強化を推進してまいります。

以上のとおり、当社グループは経営環境の変化に
対応し、“人と社会の「新たな信頼」を創造する”ソ

リューションサービスの提供や社会の持続的成長
に貢献する取組みを推進してまいります。

当社グループは、持続可能な社会の実現に向け
て、ESG（環境、社会、ガバナンス）の視点に基づく経
営や国際的な課題解決に向けた「持続可能な開発
目標 (SDGs)」の達成を目指してまいります。こうし
た取組みは、当社グループがグローバルにビジネス
を展開していく上での重要な責務であると考えてお
ります。
昨今、気候変動対策が喫緊の社会課題となってお
り、カーボンニュートラルへ向けた動きが世界的に加
速しています。当社グループも国や地域、業態の枠を
超えて取り組むべき重要な経営課題と捉え、脱炭素
社会への貢献をマテリアリティの一つとしてCO2排出
量削減の目標値を設定するなど、課題を具体的な数
値目標に落とし込んで活動を推進してまいります。

当社グループは、従業員一人ひとりの行動が企業
理念の実現につながると考えております。創業者の
精神を大切に、「自分たちの技術やアイデアを社会
課題の解決に必ず活かしていく」という積極的な発
想で、新たな価値やビジネスを創出していく多彩な
人材こそが企業発展を担う重要な要素です。従業員
が能力をフルに発揮し、新しいことにチャレンジでき
る環境を醸成するために、社員エンゲージメントの
向上や高度人材の育成等に取り組んでまいります。
また、テレワークやフレックスタイム制度をはじ
め、新型コロナウイルス感染症拡大がもたらした

ニューノーマルに対応したGLORY Workstyleの確
立を目指します。

当社は、取締役会の監督機能の強化及び意思決
定の迅速化をより進めるため、2020年6月、「監査
等委員会設置会社」へ移行しました。また、2021年
6月には、海外グループ会社のさらなるガバナンス強
化を図るため、Glory Global Solutions Ltd. の女
性役員が当社取締役に就任しました。引き続き、持
続的な企業価値向上を目指し、ダイバーシティーの
推進やコーポレート・ガバナンスの強化をはじめと
したESG経営を推進してまいります。

今回、当社として初の「統合レポート」を発行いた
しました。このレポートは、直近の業績や経営環境
を踏まえ、次の成長・長期ビジョンの実現を見据え
た課題、戦略、具体的施策を中長期的な企業価値
向上という視点を交えながら編集しており、その作
成プロセスや記載内容は正当であるとここに表明
します。財務・非財務の両面から当社グループへの
ご理解を深めていただくための一助としてお役立
ていただければ幸いです。今後も、ステークホル
ダーの皆さまから信頼される企業グループとして持
続可能な社会の実現に貢献してまいりますので、引
き続き、ご支援を賜りますよう心よりお願い申しあ
げます。

2021年8月

どこから来て、
どこを目指すのか

どう進むのか
（経営戦略）

特集
（CSV取組み） どう持続するのか どう経営するのか データセクション
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新型コロナウイルス感染症に罹患された皆さまと
そのご家族・関係者の皆さまに謹んでお見舞い申し
あげますとともに、不幸にもお亡くなりになられた
方々に深く哀悼の意を表します。また、医療関係者
の皆さまを始め、困難な状況下で社会生活を守る
ため最前線で業務に当たっておられる多くの方々に
心より感謝いたします。

新型コロナウイルス感染症の拡大は世界経済に甚
大なダメージを与え、当社グループの事業活動にも大き
な影響を及ぼしました。厳しい環境はなお暫く続くと思
われますが、お客さま、お取引先さま、従業員とその家
族の感染防止を最優先に事業を推進し、社会課題解決
に向けたソリューションや新たな価値を創造していくこ
とで持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

グローリーは1918年の創業以来、企業価値の持
続的な向上を目指し、社会が求めるモノづくりと技
術革新に挑み続けています。1950年に国産第一号
の硬貨計数機を開発し、当時の大蔵省造幣局に納
入以来、通貨処理に関連する事業領域においてさ
まざまなイノベーションを起こし、マーケットを拡大

してまいりました。根底にあるのは、「絶えず世の中
にない新しいもの、人の役に立つものをつくり続け
る」という創業以来の精神です。創業者の思いは、
企業理念に掲げる「求める心とみんなの力」に込め
られ脈 と々受け継がれており、世界100ヶ国以上に
製品やソリューションを提供するグローバル企業に

方針１ 次世代を切り拓く事業開発の加速

企業価値向上を目指して

成長した今も、私たちの変わらぬアイデンティ
ティーとなっております。
当社グループは、社会環境や時代の流れとともに
変化するお客さまのさまざまなニーズに応える決済
環境を、ワンストップで提供できることを大きなア
ドバンテージとしております。
キャッシュレス決済が普及し決済手段が多様化
するなか、2020年4月、グローバルファストフード
チェーンや大手リテーラーなどにセルフサービスキ
オスクを提供するフランス Acrelec Group S.A.S. 
（以下、アクレレック社）を約240億円で買収しまし
た。同社の提供するキオスクやモバイルオーダーシ
ステムとグローリーのセルフ型レジつり銭機
「CASHINFINITY™」シリーズ（以下、CIシリーズ）
を組み合わせることで、海外市場でも現金と非現金
決済を併せた多彩な決済環境の提供が可能となり
ました。国内市場においては、医療機関の会計処理
業務の効率化や利用者の会計待ちを解消する医療
費後払いシステム「待たずにラク～だ」や、顔認証技

術を用いた手ぶら決済サービス「BioPay（バイオペ
イ）」など、自動化・省人化に加え、コンタクトレス・
セルフ化ニーズにも対応した決済ソリューションを
展開しております。また、国内外で金融機関の店舗
やATMが減少傾向となるなかで、キャッシュへのア
クセスポイントの確保が社会課題の一つとなるこ
とが予想されます。当社は、安価でコンパクトな通
貨流通スタイルの創出を目指し、キャッシュアウト
サービスを展開するシンガポールのフィンテック企
業SOCASH PTE. LTD.との資本業務提携を実施
いたしました。さらに、2021年8月には、ペイメント
市場におけるグローバルリーダーの一つであるオー
ストリアpaysafecard.com Wertkarten GmbH
（以下、paysafecard社）とパートナーシップ契約を
締結するとともに、流通店舗における「シェアード
サービス」事業を展開するイギリスUnified  
Financial Limited（以下、OneBanks社）への出資
を行いました。これらの会社と協業することで新し
い現金エコシステムの創出を目指してまいります。

新型コロナウイルス感染症拡大により人々の価
値観や行動様式が変化する一方で、IoT・AI技術を
活用したデジタルトランスフォーメーション（DX）
の進展など、社会構造の変化が一段と加速してい
ます。こうしたなかで、長期ビジョンに描く「新たな
信頼の創造」に向けた新しいチャレンジが始まって
います。
当社グループの企業価値の源泉は、「研究開発
力」「強固な顧客基盤」「開発からアフターサービス
までの一貫体制」「グローバルネットワーク」「事業
に精通した多彩な人材」にあります。当社グループ
のビジネスモデルは、企業理念を経営の根幹に据

え、社会の動向を見据えて課題解決をデザインす
ることから始まります。コア技術である「認識・識
別技術」と「メカトロ技術」に一段と磨きをかけ、製
品の高機能化、IoT化を進めるとともに、オープンイ
ノベーションによるデータアナリティクス技術など
も融合し、新たな自動化・省人化ソリューションを
創出することでお客さまのDX推進を支援してまい
ります。
こうした価値創造の流れが、当社グループの成長
と持続的な企業価値向上を支え、次なる挑戦を可
能にしております。

近年、当社グループを取り巻く事業環境は大きく
変化しています。金融市場においては、国内外を問
わず、金融機関の統合・再編や店舗の削減、特化型
少人数店舗への移行などが進行し、ロビーのセルフ
化や業務の合理化、省人化への取組みが加速して
います。流通店舗においても、国内外ともに、合理化
や省人化への投資が続く一方で、コロナ禍で高まっ

たコンタクトレス・セルフ化ニーズはコロナ収束後
も継続すると予想しております。こうした変化を的
確に捉え、セルフ型製品をメインとしたフロントソ
リューションやバックオフィスにおける現金管理業
務の高度化、製品のIoT化によるデータビジネスな
どを展開してまいります。

当社グループは、2018年4月からの３ヶ年を計画
期間とした「2020中期経営計画」を策定し、「長期
ビジョン2028」に掲げる“新たな信頼の創造”に向
けた第１ステップとして、「持続可能な事業運営の
基盤づくり」、「社会課題解決に向けた協働の取組
み強化」、「成果に直結する生産性の向上と企業体
質の強靭化」の３つを基本方針に取り組んでまいり
ました。
海外市場では、新型コロナウイルス感染症拡大
により事業活動が大幅な制約を受けたことから、売
上高、営業利益ともに当初掲げた目標には届きませ
んでしたが、成長エンジンである欧米のリテールビ
ジネスにおいては、ドイツに本拠地を置く大手流通
小売業Schwarz Groupに、バックオフィスで使用
する現金管理システム「CIシリーズ」の導入が進ん
でいます。また、アメリカ最大級のディスカウントス
トアであるDollar General Corporationより、セ
ルフチェックアウトレジのつり銭機として「CI-10」
の大口商談を獲得するなど、着実な事業拡大を
図っております。加えて、新領域事業拡大を目的に
アクレレック社やviafintech社を買収したほか、イ
タリアやメキシコなどにおける直接販売・直接メン
テナンス網を拡大強化するなど、成長の再加速に
向けた多くの布石を打っております。
国内市場では、金融市場においては、更新需要の
獲得や保守事業の下支え、流通・交通市場では、コ

ンタクトレス・セルフ化ニーズの高まりを捉えたセル
フ型の「レジつり銭機」や「診療費支払機」の販売が
増加したことなどにより、計画を達成いたしました。
一方、遊技市場は、市場の縮小傾向に新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響が加わり、計画は未達と
なりました。
新領域事業においては、音声認識技術を強みと
する株式会社フュートレックや、流通小売店向けに
独自開発のIoT端末（AIBeacon）を活用した顧客
分析・行動解析サービスを提供する株式会社アドイ
ンテ、モバイルオーダーサービス事業等を展開する
株式会社Showcase Gigとの資本業務提携を行い
ました。当社グループは、これらの提携を通してそれ
ぞれが保有する技術・ノウハウを相互に活用し、流
通業界を始めとしたさまざまな業界における社会
課題や経営課題を解決する新たなソリューション
サービスの提供に注力してまいります。
また、生体・画像認識事業につきましては、順天堂
大学の産学連携共同研究への参画における高齢化
に伴う神経変性・認知症疾患診断に向けた画像認
識技術の応用や、エコナビスタ株式会社の「高齢者
見守りサービス」に当社の顔認証技術を連携させ
た「離院事故予防システム」の展開、大学キャンパス
での手ぶら決済サービス「BioPay」の実証実験の
開始など、医療・介護・学校等、新たな市場への事業
拡大にも取り組んでおります。

当社グループは、長期ビジョンの実現に向けた第
２ステップとして、2021年４月からの３ヶ年を計画
期間とする「2023中期経営計画」をスタートさせま
した。本計画では、“コア事業と新領域事業のクロ
ス成長”をコンセプトに、これまで取り組んできた
「コア事業」と「新領域事業」の連携を図りながら、
両事業の成長を目指します。
業績目標は、最終年度の売上高3,000億円、うち

新領域事業400億円、営業利益300億円といたしま
した。「次世代を切り拓く事業開発の加速」、「コア
事業の革新による収益の最大化」、「持続的成長を
支える経営基盤の構築」の３つを基本方針とし、以
下の重点施策を設定しました。加えて、「サステナビ
リティ方針」を策定し、社会の持続的成長に貢献す
る活動に取り組んでまいります。

本方針では、顧客基盤、技術など当社の強みを最
大限に活かし、キオスクサービスやデータマネジメ
ントプラットフォーム（DMP）、電子決済等、コア事
業との親和性の高い事業の売上拡大を図り、新た
な事業の柱として確立します。

また、生体・画像認識事業、ロボット事業について
は、国内の営業力や販売チャネルを活用し、事業拡
大と収益化を目指します。

本方針では、省力化・省人化や新型コロナウイル
ス感染症拡大を背景とするコンタクトレス・セルフ
化等の市場ニーズを捉えた製品ラインナップの最
適化を図るとともに、新たなビジネスモデルを構
築します。これらの施策により、海外市場では流
通市場や新興国での売上拡大を目指します。国内
市場では、これまでメインターゲットとしてきた大

手顧客に加え、新たな顧客層への裾野拡大を推進
してまいります。加えて、事業運営の効率化とコス
トダウンを推進し、強固な収益基盤の構築を図り
ます。また、2024年に予定される新紙幣発行に対
し、社会インフラを支える企業としての社会的使
命を果たすとともに、更新需要の獲得に注力して
まいります。

本方針では、成長投資と株主還元を支えるキャッ
シュ・フロー経営を推進してまいります。また、ス
ピーディーな経営判断、ビジネス変革、生産性向上
を支えるDXの推進等、経営管理体制の強化を図る
とともに、ポートフォリオマネジメントの推進により
経営資源を有効活用し、企業価値向上に取り組ん

でまいります。
さらに、最も重要な経営資源である人材につきま
しては、従業員一人ひとりの働きがいを高めること
が企業成長の原動力であるという考えの下、社員エ
ンゲージメントの向上に取り組んでまいります。

積極的な発想で、
新たな価値やビジネスを
創出していく多彩な人材こそが
企業発展を担う重要な要素です。

本方針では、事業を通じてさまざまな社会課題を
解決することにより、社会の持続的成長への貢献と
企業価値向上に取り組んでまいります。特に、脱炭

素社会の実現に向けたCO2排出量の削減や人権と
多様性の尊重、加えてコーポレート・ガバナンスの
強化を推進してまいります。

方針2 コア事業の革新による収益の最大化

方針3 持続的成長を支える経営基盤の構築

サステナビリティ方針 社会の持続的成長への貢献と企業価値向上を目指した取組みの推進

以上のとおり、当社グループは経営環境の変化に
対応し、“人と社会の「新たな信頼」を創造する”ソ

リューションサービスの提供や社会の持続的成長
に貢献する取組みを推進してまいります。

当社グループは、持続可能な社会の実現に向け
て、ESG（環境、社会、ガバナンス）の視点に基づく経
営や国際的な課題解決に向けた「持続可能な開発
目標 (SDGs)」の達成を目指してまいります。こうし
た取組みは、当社グループがグローバルにビジネス
を展開していく上での重要な責務であると考えてお
ります。
昨今、気候変動対策が喫緊の社会課題となってお
り、カーボンニュートラルへ向けた動きが世界的に加
速しています。当社グループも国や地域、業態の枠を
超えて取り組むべき重要な経営課題と捉え、脱炭素
社会への貢献をマテリアリティの一つとしてCO2排出
量削減の目標値を設定するなど、課題を具体的な数
値目標に落とし込んで活動を推進してまいります。

当社グループは、従業員一人ひとりの行動が企業
理念の実現につながると考えております。創業者の
精神を大切に、「自分たちの技術やアイデアを社会
課題の解決に必ず活かしていく」という積極的な発
想で、新たな価値やビジネスを創出していく多彩な
人材こそが企業発展を担う重要な要素です。従業員
が能力をフルに発揮し、新しいことにチャレンジでき
る環境を醸成するために、社員エンゲージメントの
向上や高度人材の育成等に取り組んでまいります。
また、テレワークやフレックスタイム制度をはじ
め、新型コロナウイルス感染症拡大がもたらした

ニューノーマルに対応したGLORY Workstyleの確
立を目指します。

当社は、取締役会の監督機能の強化及び意思決
定の迅速化をより進めるため、2020年6月、「監査
等委員会設置会社」へ移行しました。また、2021年
6月には、海外グループ会社のさらなるガバナンス強
化を図るため、Glory Global Solutions Ltd. の女
性役員が当社取締役に就任しました。引き続き、持
続的な企業価値向上を目指し、ダイバーシティーの
推進やコーポレート・ガバナンスの強化をはじめと
したESG経営を推進してまいります。

今回、当社として初の「統合レポート」を発行いた
しました。このレポートは、直近の業績や経営環境
を踏まえ、次の成長・長期ビジョンの実現を見据え
た課題、戦略、具体的施策を中長期的な企業価値
向上という視点を交えながら編集しており、その作
成プロセスや記載内容は正当であるとここに表明
します。財務・非財務の両面から当社グループへの
ご理解を深めていただくための一助としてお役立
ていただければ幸いです。今後も、ステークホル
ダーの皆さまから信頼される企業グループとして持
続可能な社会の実現に貢献してまいりますので、引
き続き、ご支援を賜りますよう心よりお願い申しあ
げます。

2021年8月

どこから来て、
どこを目指すのか

どう進むのか
（経営戦略）

特集
（CSV取組み） どう持続するのか どう経営するのか データセクション
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